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日
本
政
府
が
宣
言
し
た
２
０
５
０
年
の
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
目
標
の
達
成
に
向
け
、
30

年
度
に
は
温
室
効
果
ガ
ス
を
46
％
削
減
（
13
年

度
比
）
を
目
標
と
し
て
お
り
、
う
ち
運
輸
部
門

は
35
％
削
減
（
同
）
が
目
標
と
さ
れ
る
。

自
動
車
輸
送
分
野
は
、
日
本
全
体
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
の
15
・
５
％
（
20
年
度
）
を
占
め
、
う

ち
自
家
用
乗
用
車
は
８
・
１
％
（
同
）
を
占
め

て
い
る
。
一
般
ユ
ー
ザ
ー
と
の
接
点
を
担
う
デ

ィ
ー
ラ
ー
の
脱
炭
素
に
向
け
た
貢
献
活
動
は
非

常
に
重
要
な
意
義
を
持
つ
と
い
え
る
。

そ
こ
で
今
回
は
、
自
家
用
乗
用
車
を
対
象
に

保
有
統
計
（
一
般
財
団
法
人
自
動
車
検
査
登
録

情
報
協
会
：
自
検
協
）
と
、
弊
社
の
乗
用
車
保

有
ユ
ー
ザ
ー
へ
の
Ｗ
ｅ
ｂ
調
査
（
毎
年
１
回
実

施
、
２
千
サ
ン
プ
ル
強
）
の
結
果
を
活
用
し
な

が
ら
、
デ
ィ
ー
ラ
ー
の
貢
献
に
関
す
る
ポ
テ
ン

シ
ャ
ル
や
道
筋
に
つ
い
て
、
私
見
を
述
べ
て
い

き
た
い
。

１
．
自
動
車
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
は

減
少
ト
レ
ン
ド

国
土
交
通
省
の
デ
ー
タ
に
よ
る
と
、
自
家
用

乗
用
車
か
ら
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は
、
燃
費
の
向

上
な
ど
で
減
少
ト
レ
ン
ド
が
続
い
て
お
り
、
20

年
度
は
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
で
走
行
距
離
が
急
減

し
た
こ
と
も
加
わ
り
、
13
年
度
比
で
19
・
２
％

も
の
減
少
と
な
っ
た
（
図
表
１
）。

政
府
の
運
輸
部
門
の
30
年
度
の
35
％
削
減
目

標
も
、
21
年
度
以
降
の
社
会
情
勢
と
削
減
努
力

次
第
で
あ
る
が
、
十
分
に
達
成
可
能
な
も
の
で

は
な
い
か
と
考
え
る
。

２
．
エ
コ
カ
ー
普
及
で
実
燃
費
が
向
上

国
土
交
通
省
の
デ
ー
タ
に
よ
る
と
、
日
本
の

自
家
用
乗
用
車
か
ら
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は
20
年

カーボンニュートラルに向けた
ディーラーのエコカー推奨活動の
効果について
統計と調査データによるシミュレーション

株式会社現代文化研究所
取締役　白木 節生

図表１　運輸部門におけるCO2排出量の推移

出所）国土交通省
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度
で
８
４
４
０
万
ト
ン
と
さ
れ
る
。
一
方
で
、

保
有
台
数
統
計
か
ら
は
自
家
用
乗
用
車
は
、
軽

自
動
車
の
統
計
を
合
わ
せ
る
と
約
６
１
６
６
万

台
と
み
ら
れ
る
。

保
有
１
台
当
た
り
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は
年
間

約
１
・
37
ト
ン
と
な
る
が
、
ガ
ソ
リ
ン
１
リ
ッ

タ
ー
当
り
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は
２
・
32
ｋ
ｇ（
環

境
省
資
料
）
と
さ
れ
て
お
り
、
ガ
ソ
リ
ン
消
費

量
は
月
間
約
49
リ
ッ
タ
ー（
年
間
約
５
８
８
Ｌ
）

と
推
測
さ
れ
る
。　
　

そ
の
ガ
ソ
リ
ン
消
費
量
は
、
走
行
距
離
と
実

燃
費
か
ら
算
出
さ
れ
る
。

実
燃
費
は
、
弊
社
ユ
ー
ザ
ー
調
査
の
初
度
登

録
年
式
別
の
実
燃
費
の
回
答
か
ら
保
有
者
の
全

体
平
均
で
13
・
８
ｋ
ｍ
／
Ｌ
程
度
と
な
る
。

そ
れ
を
是
と
す
る
と
、
平
均
走
行
距
離
は
月

間
約
６
８
０
ｋ
ｍ
程
度
と
な
る
（
図
表
２
）。

初
度
登
録
年
式
別
の
実
燃
費
は
、
年
式
が
新

し
い
ほ
ど
平
均
燃
費
は
高
く
な
る
。

実
燃
費
の
変
化
に
関
し
て
は
、
日
本
の
エ
コ

カ
ー
の
主
流
と
な
っ
て
い
る
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車

（
Ｈ
Ｖ
）
の
普
及
の
影
響
を
確
認
し
て
お
く
こ

と
が
必
要
で
あ
る
。

保
有
台
数
統
計
で
は
、
乗
用
車
（
登
録
車
の

み
）
に
占
め
る
Ｈ
Ｖ
の
比
率
は
、
22
年
３
月
末

時
点
で
27
％
と
な
っ
て
い
る
。

初
度
登
録
年
が
２
０
０
８
年
式
以
前
で
は
、

保
有
台
数
に
占
め
る
Ｈ
Ｖ
比
率
は
４
％
以
下
に

と
ど
ま
る
が
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
と
そ
の
後

の
エ
コ
カ
ー
補
助
金
・
減
税
政
策
で
一
気
に
比

率
が
高
ま
り
、
09
～
11
年
式
平
均
で
18
・
６
％

と
最
初
の
普
及
段
階
と
な
っ
た
（
図
表
３
）。

そ
の
後
、
東
日
本
大
震
災
後
の
エ
コ
カ
ー
普

及
促
進
政
策
で
、
12
年
式
以
降
で
は
比
率
が
３

割
を
超
え
る
基
調
と
な
り
、
第
２
の
普
及
加
速

期
と
な
っ
た
。
12
年
式
か
ら
15
年
式
に
は
平
均

34
・
６
％
と
な
り
、
16
年
式
～
19
年
式
は
39
～

40
％
で
高
水
準
を
維
持
し
た
。

20
年
式
で
は
一
旦
38
％
と
な
っ
た
が
、
21
年

式
は
44
％
、
22
年
式
（
３
月
末
ま
で
）
は
49
％

に
ま
で
達
し
た
（
図
表
３
）。

令࿪4年（22年）3݆຦時఼
৒༽車保有ୈ数 39�017�038 ೖຌ 104400
͑ͬӨۂ༽ 205�104 自Պ༽৒༽ 8440 8.0842912
ܲ࢝ྡྷ৒༽ 22�850�114
৒༽車保有ୈ数 61�662�048
ΪλϨン車 59�995�859 49.12260371 12 2.322 8211.9466 8440
υΡーκル車 1�527�862 49.12260371 12 2.619 235.87518 8457.2885
EV 138�327 49.12260371 12 1.161 9.4667695
υΡーκル車ർ率 2.478
(9ർ率 0.224

図表̐．ೖຌの自Պ༽৒༽車の&22排出量಼༃の推計

ｶﾞｿﾘﾝﾘｯﾀｰ当り 自家用乗用車

乗用車保有台数 月間ガソリン使用量 CO2排出量 CO2排出量（年）

6,166 万台　× 49 L×12ヶ月× 2.322 kg/L　＝ 8,440 万トン

8,440

推定月間走行距離 推定実燃費 月間ガソリン使用量

678 km　÷ 13.8 km/L　　＝ 49 L

注）乗用車保有のうち、ディーゼル車比率2.5%（軽油ﾘｯﾀｰ当りCO2排出量 2.619kg/L）、EV比率0.2%（燃料は使わず、充

  電に使用する電力のCO2排出量での換算が必要）を計算に織り込んでも、比率が低いため、上記とほぼ同じ結果となる。

図表３．登録乗用車の初度登録年別保有に占めるHV比率（％）

出所）一般社団法人　自動車検査登録情報協会（2022年3月末時点）
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図表２　日本の自家用乗用車のCO2排出量内訳の推計

図表３　登録乗用車の初度登録年別保有に占めるHV比率（％）

出所）一般財団法人　自動車検査登録情報協会（2022年3月末時点）

注） 乗用車保有のうち、ディーゼル車比率2.5%（軽油リッター当りCO2排出量 2.619kg/L）、EV比率0.2%（燃料は使わ
ず、充電に使用する電力のCO2排出量での換算が必要）を計算に織り込んでも、比率が低いため、上記とほぼ同じ結
果となる。
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そ
う
し
た
Ｈ
Ｖ
や
低
燃
費
エ
ン
ジ
ン
車
の
比

率
上
昇
の
影
響
で
、
実
燃
費
は
08
年
以
前
登
録

の
保
有
車
が
平
均
10
・
４
ｋ
ｍ
／
Ｌ
に
対
し
て
、

20
年
以
降
の
保
有
車
は
平
均
16
・
０
ｋ
ｍ
／
Ｌ

と
大
き
な
格
差
が
生
ま
れ
て
い
る
。
ま
た
Ｈ
Ｖ

保
有
者
の
平
均
実
燃
費
は
18
・
６
ｋ
ｍ
／
Ｌ
と

な
っ
て
い
る
（
図
表
４
）。

３
．
エ
コ
カ
ー
へ
の
買
い
替
え
推
奨
の
効
果
は
大

政
府
の
30
年
度
の
運
輸
部
門
の
温
室
効
果
ガ

ス
35
％
削
減
（
13
年
度
比
）
目
標
に
向
け
、
20

年
時
点
で
の
19
％
強
の
削
減
率
か
ら
、
今
後
ど

う
削
減
率
を
積
み
増
し
て
い
け
る
か
が
注
目
さ

れ
る
。
そ
こ
で
今
後
の
乗
用
車
走
行
か
ら
の
温

室
効
果
ガ
ス
削
減
に
向
け
、
エ
コ
カ
ー
へ
の
買

い
替
え
推
奨
に
よ
る
効
果
に
つ
い
て
シ
ミ
ュ
レ

ー
シ
ョ
ン
を
試
み
る
。

初
度
登
録
年
別
の
保
有
台
数
の
統
計
（
登
録

車
）
で
は
、
初
度
登
録
後
11
年
以
上
経
っ
た
車

が
約
35
％
を
占
め
る
。
ま
た
14
年
以
上
経
過
し

た
車
も
約
22
％
を
占
め
て
い
る
（
図
表
４
）。

そ
れ
ら
の
登
録
年
式
が
古
い
車
の
実
燃
費
は

悪
く
、
走
行
距
離
当
た
り
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は

多
く
な
っ
て
い
る
た
め
、
そ
れ
ら
年
式
の
古
い

車
か
ら
最
新
の
エ
コ
カ
ー
に
買
い
替
え
し
て
も

ら
え
れ
ば
、
同
じ
使
い
方
で
も
Ｃ
Ｏ
２
の
排
出

量
は
大
き
く
削
減
さ
れ
る
。

仮
に
初
度
登
録
後
11
年
以
上
経
過
し
た
車
が
、

全
て
Ｈ
Ｖ
に
代
替
し
た
場
合
、
現
行
の
Ｈ
Ｖ
保

有
者
の
平
均
実
燃
費
の
調
査
デ
ー
タ
を
適
用
す

る
と
、
日
本
の
乗
用
車
保
有
全
体
の
平
均
燃
費

は
高
ま
り
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は
約
16
％
も
削
減

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（
図
表
４
）。

登
録
後
11
年
以
上
経
過
車
の
全
て
が
Ｈ
Ｖ
に

代
替
さ
れ
な
く
て
も
、
７
年
式
以
上
の
買
替
適

齢
期
の
車
か
ら
最
新
の
エ
コ
カ
ー
へ
の
代
替
は

大
量
に
発
生
し
、
今
後
は
Ｅ
Ｖ
の
普
及
も
見
込

ま
れ
る
た
め
、
同
程
度
か
そ
れ
以
上
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
削
減
も
十
分
可
能
と
思
わ
れ
る
。

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
走
行
距
離
の
大
幅
な
減
少

に
つ
い
て
は
、
今
後
反
動
も
考
え
ら
れ
る
が
、

エ
コ
カ
ー
へ
の
買
い
替
え
推
奨
を
デ
ィ
ー
ラ
ー

業
界
が
一
丸
と
な
っ
て
注
力
し
て
い
け
ば
、
政

府
目
標
の
達
成
も
近
づ
い
て
く
る
と
考
え
る
。

４
．
デ
ィ
ー
ラ
ー
の
エ
コ
カ
ー
推
奨
強
化
と

公
的
支
援
策
で
政
府
目
標
達
成
も
視
野
に

自
動
車
か
ら
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は
走
行
距
離

と
実
燃
費
が
フ
ァ
ク
タ
ー
と
な
る
。

弊
社
調
査
結
果
で
も
、
20
年
は
コ
ロ
ナ
禍
の

影
響
で
各
年
齢
層
と
も
走
行
距
離
が
大
き
く
減

少
し
て
い
る
。
今
後
は
、
あ
る
程
度
は
走
行
距

※図表２の注釈を下記に変更してください

஭）৒༽車保有の͑ͬ、υΡーκル車ർ率2.5�（ܲ་ƀŗŨŘ౲Ε&22排出量 2.619NJ�/）、(9ർ率0.2�（೫ྋは࢘Κͥ、ै

  電に࢘༽ͤΖ電ྙの&22排出量Ͳの׷算͗必要）を計算に৭ΕࠒΞͲ΍、ർ率͗ఁ͏ため、上ىとΆ·ಋͣ݃ՎとなΖ。

※図表４を下記に差し替えてください

図表̒．保有車のॵ度登録年ࣞพの保有ୈ数と推定実೫ඇにΓΖεϝϣϪーεϥン

保有ୈ数
（万ୈ）ː
౹計は登録
車のΊ

ॐߑ成ർ
（ˍ）

+9ർ率
（ˍ）
（登録車）

ܲ৒༽車を
΋推定実؜
೫ඇ
�NP�O）

登録後11年
以上ܨգ車
を、+9に
代଺した৖
߻

のଲԢىࠪ
にΓΖΪλ
Ϩンভඇ削
減率

計߻ 3�902 100.0 27.7 13.8 16.4 ˝ 15.7
2020ʛ22年 0ʛ2年ࣞ 547 14.0 41.8 16.0 16.0
2016ʛ19年 3ʛ6年ࣞ 1�060 27.2 39.4 15.2 15.2
2012ʛ15年 7ʛ10年ࣞ 933 23.9 34.6 14.6 14.6
2009ʛ11年 11ʛ13年ࣞ 512 13.1 18.6 12.7 18.6 ˣ+9保有ंの

2008年以前 ͨΗ以上 850 21.8 1.9 10.4 18.6 　ฑۋ実೫ඇ

  （ฒऀ調査）

←HV保有ंの
ฑۋ実೫ඇ

（ฒऀ調査）

図表４　保有車の初度登録年式別の保有台数と推定実燃費によるシミュレーション
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離
が
増
え
て
く
る
可
能
性
は
あ
る
。
し
か
し
な

が
ら
、
テ
レ
ワ
ー
ク
に
よ
る
通
勤
利
用
距
離
の

低
下
や
、
ガ
ソ
リ
ン
代
高
騰
に
よ
る
利
用
距
離

の
削
減
等
に
加
え
、
高
齢
に
な
る
ほ
ど
走
行
距

離
が
減
少
す
る
傾
向
が
あ
り
、
中
長
期
的
に
影

響
し
て
く
る
と
想
定
さ
れ
る
（
図
表
５
）。

ま
た
政
府
と
し
て
脱
炭
素
へ
の
協
力
の
依
頼

を
強
め
て
い
く
こ
と
が
見
込
ま
れ
、
自
動
車
走

行
に
よ
る
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
削
減
に
協
力

す
る
動
き
も
含
め
、
台
当
た
り
走
行
距
離
は
下

向
き
の
ト
レ
ン
ド
に
な
る
と
見
込
ま
れ
る
。

ま
た
実
燃
費
の
方
に
関
し
て
は
、
エ
コ
カ
ー

へ
の
買
い
替
え
推
奨
で
大
き
な
貢
献
が
期
待
さ

れ
る
一
方
、
特
に
買
い
替
え
が
望
ま
れ
る
古
い

年
式
の
ユ
ー
ザ
ー
ほ
ど
、
経
済
的
余
裕
の
面
か

ら
買
い
替
え
に
制
約
が
あ
る
層
が
多
い
と
い
う

課
題
も
あ
る
。
ま
た
車
の
必
需
性
が
高
く
、
世

帯
保
有
台
数
も
多
い
地
方
部
ほ
ど
、
走
行
距
離

が
多
い
反
面
で
、
買
い
替
え
サ
イ
ク
ル
が
長
く
、

エ
コ
カ
ー
購
入
へ
の
許
容
負
担
額
が
低
い
と
い

う
課
題
も
み
ら
れ
る
（
図
表
５
・
６
）。

こ
う
し
た
エ
コ
カ
ー
へ
の
買
い
替
え
の
有
効

度
が
高
い
ユ
ー
ザ
ー
を
含
め
、
幅
広
い
ユ
ー
ザ

ー
の
買
い
替
え
を
促
進
で
き
る
よ
う
な
政
策
的

な
支
援
策
も
求
め
ら
れ
る
。

そ
う
し
た
公
的
な
支
援
と
共
に
、
デ
ィ
ー
ラ

ー
業
界
と
し
て
エ
コ
カ
ー
推
奨
に
注
力
し
貢
献

努
力
を
続
け
て
い
け
ば
、
実
現
が
難
し
い
印
象

の
あ
る
政
府
の
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
の
30
年
度

目
標
も
、
乗
用
車
の
走
行
分
野
に
関
し
て
は
、

達
成
の
可
能
性
は
十
分
に
あ
る
と
考
え
る
（
図

表
７
）。

そ
れ
が
そ
の
ま
ま
デ
ィ
ー
ラ
ー
の
収
益
に
も

つ
な
が
り
、
今
後
の
経
営
強
化
策
の
中
で
も
重

要
な
柱
と
な
る
だ
ろ
う
。

図表６．保有車の予定保有期間と
　　　エコカー購入時の許容自己負担額

サンプル数
（20年）

予定保有期間
（年）

エコカー購入
の許容負担額
（万円）

全体 2452 7.9 230
3 大都市圏中心部 312 7.4 271
3 大都市圏郊外 385 7.7 247
政令指定都市 275 7.8 221
人口30万人以上都市 357 7.9 237
人口10万人以上都市 528 7.8 214
人口10万人未満都市 406 8.2 216
町村部・郡部 189 8.7 194
2008年以前登録 336 - 194
出所）現代文化研究所「全国自動車保有ユーザー調査」

図表５．月間平均走行距離

(km） サンプル数
（20年） 2020年 2013年 13年から20年

の変化率(%)

  全  体 2452 543 648 ▲ 16
～29歳 449 585 622 ▲ 6
～39歳 442 512 636 ▲ 19
～49歳 476 574 676 ▲ 15
～59歳 515 566 707 ▲ 20
60歳以上 570 487 593 ▲ 18
　うち65歳以上 327 436 567 ▲ 23
3 大都市圏中心部 312 506 584 ▲ 13
3 大都市圏郊外 385 500 608 ▲ 18
政令指定都市 275 520 648 ▲ 20
人口30万人以上都市 357 549 638 ▲ 14
人口10万人以上都市 528 532 602 ▲ 12
人口10万人未満都市 406 607 736 ▲ 18
町村部・郡部 189 603 815 ▲ 26
出所）現代文化研究所「全国自動車保有ユーザー調査」

図表６．保有車の予定保有期間と
　　　エコカー購入時の許容自己負担額

サンプル数
（20年）

予定保有期間
（年）

エコカー購入
の許容負担額
（万円）

全体 2452 7.9 230
3 大都市圏中心部 312 7.4 271
3 大都市圏郊外 385 7.7 247
政令指定都市 275 7.8 221
人口30万人以上都市 357 7.9 237
人口10万人以上都市 528 7.8 214
人口10万人未満都市 406 8.2 216
町村部・郡部 189 8.7 194
2008年以前登録 336 - 194
出所）現代文化研究所「全国自動車保有ユーザー調査」

82.4 

73.2 

65.0 

83.7 

73.7 79.0 

90.3 

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

図表７．CO2排出量実績と2030年度政府目標達成に必要な削減率

運輸部門

自動車排出量

旅客

貨物

実績 推計
出所）実績値は、国立環境研究所（電気・熱配分後排出量）。政府目標達成のための毎年の削減率は現代文化研究所試算。

（2013年度を100とした指数）

図表５　月間平均走行距離図表６　保有車の予定保有期間と
　　　　エコカー購入時の許容自己負担額

出所）現代文化研究所「全国自動車保有ユーザー調査」出所）現代文化研究所「全国自動車保有ユーザー調査」

図表7　CO2排出実績と政府30年度目標達成に必要な削減率（2013年度を100とした指数）

出所）実績値は、国立環境研究所（電気・熱配分後排出量）。
　　　政府目標達成のための毎年の削減率は現代文化研究所試算。　
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